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公立丹南病院組合個人情報の保護に関する法律施行細則 

 

令和５年４月１日 

規 則 第   ４   号 

改正 令和 7年 4 月 1日 規則第 1 号 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下

「法」という。）、個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０７号。

以下「令」という。）および公立丹南病院組合個人情報の保護に関する法律施行条例

（令和５年公立丹南病院組合条例第１号。以下「条例」という。）の施行に関し必要

な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この規則で使用する用語は、法、令および条例で使用する用語の例による。 

（開示請求書） 

第３条 法第７７条第１項の開示請求は、個人情報開示請求書（様式第１号）により行う

ものとする。 

（開示決定の通知） 

第４条 法第８２条第１項の規定による通知は、次の各号に掲げる保有個人情報の開示に

係る決定の区分に応じ、当該各号に定める通知書により行うものとする。 

⑴ 保有個人情報の開示を可とする決定 個人情報開示決定通知書（様式第２号） 

⑵ 保有個人情報の一部を除いた部分につき開示を可とする決定 個人情報部分開示

決定通知書（様式第３号） 

２ 法第８２条第２項の規定による通知は、個人情報不開示決定通知書（様式第４号）に

より行うものとする。 

（開示の可否の決定期限の延長に係る通知） 

第５条 法第８３条第２項の規定による通知は、個人情報開示決定期限延長通知書（様式

第５号）により行うものとする。 

（開示決定等の期限の特例の通知） 

第６条 法第８４条の規定による通知は、個人情報開示決定等の期限特例延長通知書（様

式第６号）により行うものとする。 



427 

 

（他の行政機関の長等への開示請求事案移送書等） 

第７条 法第８５条第１項の規定による移送は、他の行政機関の長等への開示請求事案移

送書（様式第７号）により行い、同項の規定による通知は、開示請求事案移送通知書

（様式第８号）により行うものとする。 

（第三者意見照会書等） 

第８条 法第８６条第１項および第２項の規定による通知は、第三者意見照会書（様式第

９号）により行うものとする。 

２ 法第８６条第１項および第２項の意見書は、第三者開示決定等意見書（様式第１０

号）とする。 

３ 法第８６条第３項の規定による通知は、開示決定通知を行った旨の反対意見書提出者

への通知書（様式第１１号）とする。 

（電磁的記録の開示の方法） 

第９条 法第８７条第１項の行政機関等が定める方法は、次の各号に掲げる電磁的記録の

区分に応じ、当該各号に定める方法とする。 

⑴ 管理者が保有する機器およびプログラムを用いて用紙に出力することができる電

磁的記録 当該電磁的記録を用紙に出力した物またはそれを複写した物の閲覧または

交付 

⑵  管理者が保有する機器およびプログラムを用いて再生することができる電磁的記

録 当該電磁的記録または当該電磁的記録を複写した物を再生したものの閲覧、聴取

または視聴 

２ 前項の行政機関等が定める方法は、当該電磁的記録を録音カセットテープ、ビデオカ

セットテープ、フロッピーディスク、光ディスクその他の電磁的記録媒体に複写した

物の交付が容易であるときは、同項の規定にかかわらず、当該複写した物の交付とす

ることができる。 

（写しの交付部数） 

第１０条 保有個人情報の写しの交付部数は、請求１件につき１部とする。 

（訂正請求書） 

第１１条 法第９１条第１項の規定による請求は、個人情報訂正請求書（様式第１２号）

により行うものとする。 

（訂正の決定の通知） 
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第１２条 法第９３条第１項の規定による通知は、訂正決定通知書（様式第１３号）によ

り行うものとする。 

２ 法第９３条第２項の規定による通知は、訂正をしない旨の決定通知書（様式第１４

号）により行うものとする。 

（訂正の可否の決定期限の延長に係る通知） 

第１３条 法第９４条第２項の規定による通知は、個人情報訂正決定期限延長通知書（様

式第１５号）により行うものとする。 

２ 法第９５条の規定による通知は、個人情報訂正決定期限特例延長通知書（様式第１６

号）により行うものとする。 

（他の行政機関の長等への訂正請求事案移送書等） 

第１４条 法第９６条第１項の規定による移送は、他の行政機関の長等への訂正請求事案

移送書（様式第１７号）により行い、同項の規定による通知は、訂正請求事案移送通

知書（様式第１８号）により行うものとする。 

（保有個人情報提供先への訂正決定通知書） 

第１５条 法第９７条の規定による通知は、個人情報の訂正に係る通知書（様式第１９

号）により行うものとする。 

（利用停止請求書） 

第１６条 法第９９条第１項の利用停止請求は、個人情報利用停止請求書（様式第２０

号）により行うものとする。 

（利用停止の決定の通知） 

第１７条 法第１０１条第１項の規定による通知は、利用停止決定通知書（様式第２１

号）により行うものとする。 

２ 法第１０１条第２項の規定による通知は、利用停止をしない旨の決定通知書（様式第

２２号）により行うものとする。 

（利用停止の可否の決定期限の延長に係る通知） 

第１８条 法第１０２条第２項の規定による通知は、個人情報利用停止決定期限延長通知

書（様式第２３号）により行うものとする。 

２ 法第１０３条の規定による通知は、個人情報利用停止決定期限の特例延長通知書（様

式第２４号）により行うものとする。 

（費用） 



429 

 

第１９条 条例第５条ただし書の規定する写しの作成および送付に要する費用については、

公立丹南病院組合情報公開条例施行規則（令和５年公立丹南病院組合規則第１号）第

８条の規定を適用する。 

（個人情報保護審査会） 

第２０条 条例第８条第１項の公立丹南病院組合個人情報保護審査会（以下「審査会」と

いう。）の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 審査会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 審査会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところ

による。 

４ 前３項に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、会長が審査会に諮っ

て定める。 

（運用状況の公表） 

第２１条 条例第１４条の規定による運用状況の公表は、広報紙への掲載その他の適当な

方法により行うものとする。 

２ 実施機関は、毎年５月３１日までに、前年度における請求受理件数、開示件数、不開

示件数その他の運用状況を記載した書類を作成して管理者に提出しなければならない。 

附 則 

 この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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様式第１号 

 

個 人 情 報 開 示 請 求 書 

 

年  月  日 

             

             殿 

 

住所      

氏名 

電話番号 

 

個人情報の保護に関する法律第７７号第１項の規定により、次のとおり保

有個人情報の開示を請求します。  

１開示請求に係

る 保 有 個 人 情

報の件名または

内容 

 

 

 

□保有特定個人情報 

２ 開示の方法 □ 閲覧   □ 写しの交付  （□ 写しの郵送） 

３ 請求者の区分 
□本人   □委任による代理人 

□法定代理人（□未成年者の親権者 □成年後見人） 

４本人の住所・

氏名（代理人

が請求する場

合に記載）  

住 所  

氏 名  

※本人等確認 

（代理人を含む） 

□個人情報カード  □運転免許証  □旅券 

□その他（    ） 

※代理権確認 

法定代理人の場合 

□戸籍謄本 □登記事項証明書 □その他（   ） 

委任による代理人の場合 

□委任状 □本人の印鑑登録証明書 □その他（   ） 

※ 備考  

 

注１ 請求に際しては、本人であることを証明するために必要な書類（個人情報カード、運転免許証、旅券

等）を提出し、または提示してください。 

 ２ 保有特定個人情報の場合は、１の欄の□にレ印を記入してください。 

３ ２および３の欄は、該当する□にレ印を記入してください。 

 ４ ４の欄は、代理人が請求する場合にのみ記入してください。 

 ５ 法定代理人が請求する場合には、注１の書類および戸籍謄本、登記事項証明書その他法定代理人の資

格を証明する書類を提出し、または提示してください。 

 ６ ※印の欄には、記入しないでください。 
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様式第２号 

個 人 情 報 開 示 決 定 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日   

    

         様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年   月   日付けで開示請求のあった保有個人情報につい

て、次のとおり開示することに決定しましたので、個人情報の保護に関す

る法律第８２条第１項の規定により通知します。  

開 示 請 求 に 係

る 保 有 個 人 情

報 の 件 名 ま た

は 内 容  

  

 

 

開示の日時 
  

  

開示の場所  

 

注１ 開示を受ける際には、この通知書および本人であることを証明するために必要な書類（個人情

報カード、運転免許証、旅券等）を提出し、または提示してください。 

 ２ 法定代理人が請求する場合には、注１の書類および戸籍謄本、登記事項証明書その他法定代理

人の資格を証明する書類を提出し、または提示してください。 

 ３ 保有特定個人情報を委任による代理人が請求する場合には、注１の書類ならびに本人の実印を

押捺した委任状および本人の印鑑証明書その他代理人であることを証明する書類を提出し、また

は提示してください。 

 ４ 指定された日時が都合の悪い場合は、あらかじめその旨を電話等で事務局まで連絡してくださ

い。 
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様式第３号 

 

個 人 情 報 部 分 開 示 決 定 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者 

 

年   月   日付けで開示請求のあった保有個人情報について、次のと

おりその一部を除いた部分につき開示することに決定しましたので、個人情報の

保護に関する法律第８２条第１項の規定により通知します。  

開示請求に係る保有個人

情報の件名または内容 
 

開 示 の 日 時  

開 示 の 場 所  

保有個人情報の一部を開示す

ることができない理由 
 

※開示が可能になる日  

注１ 開示を受ける際には、この通知書および本人である事を証明するために必要な書類（個人情報カード、運転免許証、旅

券等）を提出し、または提示してください。 

２ 法定代理人が開示を受ける場合には、注１の書類および戸籍謄本、登記事項証明書その他法定代理人の資格を証明する

書類を提出し、または提示してください。 

３ 指定された開示の日時が都合の悪い場合は、あらかじめその旨を電話等で事務局まで連絡してください。 

４ ※印の欄には、開示しないこととした理由がなくなる期日をあらかじめ明示することができるときにその期日を記入し

ていますので、その時点で開示を希望する場合は、この日以降に改めて保有個人情報の開示を請求してください。 

教示 この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、管理者に対して審

査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この

処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができません。）。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、公立丹南病院

組合を被告として（訴訟において公立丹南病院組合を代表する者は、管理者になります。）提起することができます（な

お、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年

を経過すると処分の取消しの訴えを提起できなくなります。）。ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの

訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 
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様式第４号 

 

個 人 情 報 不 開 示 決 定 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者 

 

年   月   日付けで開示請求のあった保有個人情報について、次のと

おり開示しないことに決定しましたので、個人情報の保護に関する法律第８２

条第２項の規定により通知します。   

保有個人情報の件名または内容  

開示することができない理由  

※開示が可能になる日  

 

注 ※印の欄には、開示しないこととした理由がなくなる期日をあらかじめ明示することができるときにその期日を記入し

ていますので、その時点で開示を希望する場合は、この日以降に改めて保有個人情報の開示を請求してください。 

教示 この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、管理者に対して

審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、こ

の処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができません。）。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、公立丹南病院組

合を被告として（訴訟において公立丹南病院組合を代表する者は、管理者になります。）提起することができます（なお、

この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経

過すると処分の取消しの訴えを提起できなくなります。）。ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴え

は、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 
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様式第５号 

 

個 人 情 報 開 示 決 定 期 限 延 長 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日   

             

             様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年   月   日付けで開示請求のあった保有個人情報について、

個人情報の保護に関する法律第８３条第２項の規定により、次のとおり決

定期限を延長したので通知します。  

開示請求に係る保有個人

情報の件名または内容 
 

当初の決定期限  

延長する期間  

新たな期限  

延長の理由  
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様式第６号 

 

個 人 情 報 開 示 決 定 等 の 期 限 特 例 延 長 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年   月   日付けで開示請求のあった保有個人情報について、個

人情報の保護に関する法律第８４条の規定により、次のとおり決定期限を

延長したので通知します。  

開示請求に係る保有個人情

報の件名または内容 
 

当初の決定期限  

延長する期間  

新たな期限  

個人情報の保護に関

する法律第８４条の

規定を適用する理由 
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様式第７号 

  

他 の 行 政 機 関 の 長 等 へ の 開 示 請 求 事 案 移 送 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年   月   日付けで開示請求のあった保有個人情報の開示につ

いて、個人情報の保護に関する法律第８５条第１項の規定により、次の

とおり事案を移送します。  

開示請求に係る保有個人

情報の内容 
 

添付資料等  

備考  
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様式第８号 

  

開 示 請 求 事 案 移 送 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年   月   日付けで開示請求のあった保有個人情報の開示につい

て、個人情報の保護に関する法律第８５条第１項の規定により、次のとお

り事案を移送したので通知します。  

開示請求に係る保有個

人情報の内容 
 

移送先の行政機関  

移送をした日  

移送をした理由  

備考  
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様式第９号 

  

第 三 者 意 見 照 会 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

個人情報の保護に関する法律に基づき、      に関する情報が含ま

れた個人情報について開示請求がありました。本件開示請求に係る個人

情報の開示について御意見があれば、別紙「第三者開示決定等意見書」

により回答してください。 

なお、提出期限までに意見書の提出がない場合には、特に御意見がない

ものとして取り扱わせていただきます。 

開示請求のあった年月日  

開示請求に係る保有個人

情報の名称および内容 
 

上記保有個人情報に記録

されている 

に関する情報の内容 

 

意見書の提出期限  
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様式第１０号 

  

第 三 者 開 示 決 定 等 意 見 書  

 

年  月  日 

   

             様 

 

 

氏名または名称 
（法人その他の団体にあっては、その団体の代表者名）  

住所または居所 
（法人その他の団体にあっては、その主たる事務所の所在地）  

 

 

年    月   日付けで照会のあった保有個人情報の開示につい

て、下記のとおり意見を提出します。 

 

開示請求に係る保有

個人情報の名称等 
 

開示に関しての御意

見 

□保有個人情報を開示されることについて支障がない。 

 

 

 

 

 

□保有個人情報を開示されることについて支障がある。 

 ⑴ 支障（不利益）がある部分 

 

 

 ⑵支障（不利益）の具体的理由 

 

連絡先  
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様式第１１号 

 

反 対 意 見 書 提 出 者 へ の 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者 

 

年   月   日付けで第三者開示決定等意見書の提出がありました保有

個人情報については、下記のとおり開示決定しましたので、個人情報の保護

に関する法律第８６条第３項の規定により通知します。  

開示請求に係る保有個人情報

の名称等 
 

開示することとした理由  

開示決定をした日  

開示を実施する日  

備考  

 

注 この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内に、管理者に対して審

査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、この

処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請求をすることができません。）。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に、公立丹南病院

組合を被告として（訴訟において公立丹南病院組合を代表する者は、管理者になります。）提起することができます（な

お、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年

を経過すると処分の取消しの訴えを提起できなくなります。）。ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの

訴えは、その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければなりません。 



441 

 

様式第１２号 

 

個 人 情 報 訂 正 請 求 書 

 

年  月  日 

 

            殿 

 

住所      

氏名 

電話番号 

 

個人情報の保護に関する法律第９１号第１項の規定により、次のとおり保

有個人情報の訂正を請求します。  

１訂正請求に係

る保有個人情報

の件名または内容 

 

２ 訂正を求める箇所およ

び内容 
 

３ 請求者の区分 
□本人  □委任による代理人 

□法定代理人（□未成年者の親権者 □成年後見人） 

４本人の住所・

氏名（代理人が

請求する場合に

記載） 

住 所  

氏 名  

※本人等確認 

（代理人を含む） 

□個人情報カード  □運転免許証  □旅券 

□その他（    ） 

※代理権確認 

法定代理人の場合 

□戸籍謄本 □登記事項証明書 □その他（   ） 

委任による代理人の場合 

□委任状  □その他（   ） 

※備考  

 

注１ 請求に際しては、本人であることを証明するために必要な書類（個人情報カード、運転免許証、旅券等）を提出し、ま

たは提示してください。 

 ２ ３の欄は、該当する□にレ印を記入してください。 

 ３ ４の欄は、代理人が請求する場合にのみ記入してください。 

 ４ 法定代理人が請求する場合には、注１の書類および戸籍謄本、登記事項証明書その他法定代理人の資格を証明する書類

を提出し、または提示してください。 

 ５ 訂正の請求をする場合は、訂正すべき事実の誤りを証する書類を添付してください。 

 ６ ※印の欄には、記入しないでください。 
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様式第１３号 

 

訂 正 決 定 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年  月  日付けで訂正請求のあった保有個人情報について、

  年   月   日付けで次のとおり訂正をしましたので、個人情報の保

護に関する法律第９３条第１項の規定により通知します。  

訂 正 に 係 る 保

有 個 人 情 報 の

件 名 ま た は 内

容  

  

 

 

訂正の内容 
  

  

訂正の理由  

備考  

 

注 この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以

内に、管理者に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して３か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができません。）。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、公立丹南病院組合を被告として（訴訟において公立丹南病院組合を代表する者は、管理者

になります。）提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴

えを提起できなくなります。）。ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、

その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなけれ

ばなりません。 
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様式第１４号 

 

訂 正 を し な い 旨 の 決 定 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者 

 

年   月   日付けで訂正請求のあった保有個人情報について、次のと

おり訂正をしないことに決定しましたので、個人情報の保護に関する法律第

９３条第２項の規定により通知します。  

訂 正 請 求 に 係 る 保

有 個 人 情 報 の 件 名

ま た は 内 容  

 

訂正をしない理由  

備考  

 

注 この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以

内に、管理者に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の

翌日から起算して３か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査

請求をすることができません。）。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月

以内に、公立丹南病院組合を被告として（訴訟において公立丹南病院組合を代表する者は、管理者

になります。）提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算

して６か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴

えを提起できなくなります。）。ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、

その審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなけれ

ばなりません。 
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様式第１５号 

  

個 人 情 報 訂 正 決 定 期 限 延 長 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日   

           

  様 

公立丹南病院組合管理者    

 

年  月  日付けで訂正請求があった保有個人情報について、個

人情報の保護に関する法律第９４条第２項の規定により、次のとおり決定

期限を延長したので通知します。  

訂 正 請 求 に 係 る

保 有 個 人 情 報 の

件 名 ま た は 内 容  

 

当初の決定期限  

延長する期間  

新たな期限  

延長の理由  
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様式第１６号 

 

個 人 情 報 訂 正 決 定 期 限 延 長 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年  月  日付けで訂正請求のあった保有個人情報について、個

人情報の保護に関する法律第９５条の規定により、次のとおり決定期限を

延長したので通知します。  

訂 正 請 求 に 係 る

保 有 個 人 情 報 の

件 名 ま た は 内 容  

 

当初の決定期限  

延長する期間  

新たな期限  

個人情報の保護に

関する法律第９５

条の規定を適用す

る理由 
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様式第１７号 

  

他 の 行 政 機 関 の 長 等 へ の 訂 正 請 求 事 案 移 送 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年   月   日付けで訂正請求のあった保有個人情報の訂正につ

いて、個人情報の保護に関する法律第９６条第１項の規定により、次のと

おり事案を移送します。  

訂 正 請 求 に 係

る 保 有 個 人 情

報 の 内 容  

 

添付資料等  

備考  
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様式第１８号 

  

訂 正 請 求 事 案 移 送 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年   月   日付けで訂正請求のあった保有個人情報の訂正につ

いて、個人情報の保護に関する法律第９６条第１項の規定により、次のと

おり事案を移送したので通知します。  

訂正請求に係る

保有個人情報の

内容 

 

移送をした実施

機関 
 

移送をした日  

移送をした理由  

備考  
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様式第１９号 

 

個 人 情 報 の 訂 正 に 係 る 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年  月  日付けで訂正請求のあった保有個人情報について、 

年  月  日付けで個人情報の保護に関する法律第９２条の規定 

により訂正を実施しましたので、同法第９７条の規定により通知しま

す。  

訂 正 に 係 る

保 有 個 人 情

報 の 件 名 ま

た は 内 容  

  

 

 

訂正の内容 
  

  

訂正の理由  

備考  
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様式第２０号 

 

個 人 情 報 利 用 停 止 請 求 書 

 

年  月  日 

 

            殿 

 

住所      

氏名 

電話番号 

 

個人情報の保護に関する法律第９９号第１項の規定により、次のとおり保

有個人情報の利用停止を請求します。  

１ 利 用 停 止 請

求 に 係 る 保 有

個 人 情 報 の 件

名 または内容 

 

 

 

 

２ 利用停止を求める

箇所および内容 
 

３ 請求者の区分 
□本人  □委任による代理人 

□法定代理人（□未成年者の親権者 □成年後見人） 

４ 本 人 の 住

所 ・ 氏 名 （ 代

理 人 が 請 求 す

る 場 合 に 記

載 ）  

住 所  

氏 名  

※本人等確認 

（代理人を含む） 

□個人情報カード  □運転免許証  □旅券 

□その他（    ） 

※代理権確認 

法定代理人の場合 

□戸籍謄本 □登記事項証明書 □その他（   ） 

委任による代理人の場合 

□委任状  □その他（   ） 

※備考  

 

注１ 請求に際しては、本人である事を証明するために必要な書類（個人情報カード、運転免許証、

旅券等）を提出し、または提示してください。 

 ２ ３の欄は、該当する□にレ印を記入してください。 

 ３ ４の欄は、代理人が請求する場合にのみ記入してください。 

 ４ 法定代理人が請求する場合には、注１の書類および戸籍謄本、登記事項証明書その他法定代理

人の資格を証明する書類を提出し、または提示してください。 

 ５ ※印の欄には、記入しないでください。 
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様式第２１号 

 

利 用 停 止 決 定 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者 

 

年   月  日付けで利用停止請求があった保有個人情報について、次

のとおり（全部・その一部）の利用停止をすることに決定しましたので、個

人情報の保護に関する法律第１０１条第１項の規定により通知します。  

利用停止請求に係る保

有個人情報の件名また

は内容 

 

利用停止の内容  

利用停止決定の内容お

よび理由 

（利用停止決定の内容） 

 

 

（利用停止の理由） 

 

 

備考  

注 この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

に、管理者に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して３か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請

求をすることができません。）。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、公立丹南病院組合を被告として（訴訟において公立丹南病院組合を代表する者は、管理者に

なります。）提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴え

を提起できなくなります。）。ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、そ

の審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければ

なりません。 



451 

 

様式第２２号 

 

利 用 停 止 を し な い 旨 の 決 定 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者 

 

年   月  日付けで利用停止請求があった保有個人情報について、次

のとおり利用停止をしないことに決定しましたので、個人情報の保護に関す

る法律第１０１条第２項の規定により通知します。  

利用停止請求に係る保

有個人情報の件名また

は内容 

 

利用停止をしない理由  

備考  

注 この処分に不服があるときは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か月以内

に、管理者に対して審査請求をすることができます（なお、この処分があったことを知った日の翌

日から起算して３か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると審査請

求をすることができません。）。 

また、この処分の取消しの訴えは、この処分があったことを知った日の翌日から起算して６か月以

内に、公立丹南病院組合を被告として（訴訟において公立丹南病院組合を代表する者は、管理者に

なります。）提起することができます（なお、この処分があったことを知った日の翌日から起算し

て６か月以内であっても、この処分の日の翌日から起算して１年を経過すると処分の取消しの訴え

を提起できなくなります。）。ただし、審査請求をした場合には、この処分の取消しの訴えは、そ

の審査請求に対する裁決があったことを知った日の翌日から起算して６か月以内に提起しなければ

なりません。 
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 様式第２３号 

  

個 人 情 報 利 用 停 止 決 定 期 限 延 長 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年   月   日付けで利用停止請求があった保有個人情報につい

て、個人情報の保護に関する法律第１０２条第２項の規定により、次のと

おり決定期限を延長したので通知します。  

利 用 停 止 請 求 に

係 る 保 有 個 人 情

報 の 件 名 ま た は

内容  

 

当 初 の 決 定 期 限  

延 長 す る 期 間  

新 た な 期 限  

延長の理由  
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様式第２４号 

  

個 人 情 報 利 用 停 止 決 定 期 限 の 特 例 延 長 通 知 書  

 

第     号 

年  月  日 

   

            様 

 

公立丹南病院組合管理者    

 

年   月   日付けで利用停止請求があった保有個人情報につい

て、個人情報の保護に関する法律第１０３条の規定により、次のとおり決

定期限を延長したので通知します。  

利 用 停 止 請 求 に 係

る 保 有 個 人 情 報 の

件名または内容  

 

当初の決定期限  

延長する期間  

新たな期限  

個人情報の保護に関

する法律第１０３条

の規定を適用する理

由 

 

 


